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（別紙２） 
鹿児島県 地域活動指針及び同指針に基づき定める要件 
（資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）） 
 
第１ 地域活動指針及び同指針に基づく要件 
１，２ （略） 
３ 多面的機能の増進を図る活動 

活動区分 活動項目 活動要件 
 

多面的機能の

増進を図る活

動 

52 遊休農地の有効活用 任意の実施とし，

実施する場合は，

活動項目を選択し

た上で，毎年度実

施するとともに，

広報活動・農村関

係人口の拡大を毎

年度実施する。 

53 鳥獣被害防止対策及び環境

改善活動の強化 

54 地域住民による直営施工 

55 防災・減災力の強化 

56 農村環境保全活動の幅広い

展開 

57 やすらぎ・福祉及び教育機

能の活用 

58 農村文化の伝承を通じた農

村コミュニティの強化 

58-2 広域活動組織における

活動支援 

班の設置及び活動の実施 

58-3 水管理を通じた環境負

荷低減活動の強化 

59 知事，市町村長が特に認め

る活動 

60 広報活動・農的村関係人口

の拡大 

 
第２ 活動の説明 
 １ 施設の軽微な補修等 

(1)，(2)（略） 
(3) 実践活動 
  ア 農用地に関する活動内容 
       30 農用地の軽微な補修等 
     ① （略） 
     ②施設 
     □暗渠施設の清掃     （略） 

（別紙２） 
鹿児島県 地域活動指針及び同指針に基づき定める要件 
（資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）） 
 
第１ 地域活動指針及び同指針に基づく要件 
１，２ （略） 
３ 多面的機能の増進を図る活動 

活動区分 活動項目 活動要件 
 

多面的機能の

増進を図る活

動 

52 遊休農地の有効活用 任意の実施と

し，実施する場

合は，活動項目

を選択した上

で，毎年度実施

するとともに，

広報活動・農的

関係人口の拡大

を毎年度実施す

る。 

53 鳥獣被害防止対策及び環境

改善活動の強化 

54 地域住民による直営施工 

55 防災・減災力の強化 

56 農村環境保全活動の幅広い

展開 

57 やすらぎ・福祉及び教育機

能の活用 

58 農村文化の伝承を通じた農

村コミュニティの強化 

 （追加） 

59 知事，市町村長が特に認め

る活動 

60 広報活動・農的関係人口の

拡大 

 
 
 
 
 
第２ 活動の説明 
 １ 施設の軽微な補修等 

(1)，(2)（略） 
(3) 実践活動 
  ア 農用地に関する活動内容 
       30 農用地の軽微な補修等 
     ① （略） 
     ②施設 
     □暗渠施設の清掃     （略） 

【国実施要領】（別記１－２） 
 国が定める活動指針及び活動要件 
 の変更に基づく 
 
 
 
 
58-2，58-3 
※58 の枝番に変更するよう国から指示あ
り 
 
 
「農的関係人口」を「農村関係人口」に修
正（以下同様に修正） 
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     □農用地の除れき     （略） 
     □鳥獣害防護柵の補修・設置（略） 
     □防風ネットの補修・設置 （略） 
     □きめ細やかな雑草対策 
    ・ 畦畔又は農用地法面の形状確保や雑草繁茂・

病害虫発生の抑制のために，「カバープランツ
又はハーブの植栽・管理」，「抑草ネット等の設
置」，「牛，山羊，羊等の動物（畜産放牧のもの
を除く）を活用した除草」又は，「薬剤による地
上部の除草」を行うこと。なお，植栽等にあた
っては，必要に応じて有識者の指導・助言を 
得るなど，地域の生態系への影響に留意する 
こととし，抑草ネット等については，機能診断 
結果に基づき，必要に応じた適正な管理を行 
うこと。 

 
    （中略） 
 
２ 農村環境保全活動 
（２）実践活動 
 ア 生態系保全 

41 その他（生態系保全） 
□生物多様性保全に配慮した施設の適正管理 （略) 
□水田を活用した生息環境の提供      （略） 
□生物の生活史を考慮した適正管理     （略） 
□在来生物の育成 

   ・ 生物多様性保全の観点から，地域内に以前から生息し
ていたが，近年減少していると感じられる生物につい
て，放流・植栽するなど，生息環境を継続的に確保する
ための適正な維持管理を行うこと。 

（以下略） 
 

（中略） 
 
３ 多面的機能の増進を図る活動 

58 農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化 
    （中略） 
  58-2 広域活動組織における活動支援班の設置及び活動

の実施 

□農用地の除れき     （略） 
     □鳥獣害防護柵の補修・設置（略） 
     □防風ネットの補修・設置 （略） 
     □きめ細やかな雑草対策 
    ・ 畦畔又は農用地法面の形状確保や雑草繁

茂・病害虫発生の抑制のために，「カバープ
ランツ又はハーブの植栽・管理」，「抑草ネッ
ト等の設置」，又は，「薬剤による地上部の除
草」を行うこと。なお，植栽等にあたっては，
必要に応じて有識者の指導・助言を得るな
ど，地域の生態系への影響に留意することと
し，抑草ネット等については，機能診断結果
に基づき，必要に応じた適正な管理を行うこ
と。 

 
 
     （中略） 
 
２ 農村環境保全活動 
（２）実践活動 
 ア 生態系保全 

41 その他（生態系保全） 
□生物多様性保全に配慮した施設の適正管理 （略) 
□水田を活用した生息環境の提供      （略） 
□生物の生活史を考慮した適正管理     （略） 
□放流・植栽を通じた在来生物の育成 

   ・ 生物多様性保全の観点から，地域内に以前から生
息していたが，近年減少していると感じられる生物に
ついて，放流・植栽したり生息環境を継続的に確保す
るための適正な維持管理を行うこと。 

（以下略） 
 

（中略） 
 
３ 多面的機能の増進を図る活動 
 
 
  58-2，58-3 （追加） 
   

 
 
 
 
 
 
 
国からの情報提供があり，今回追加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
実施要領 別記１－２ 
 
第４ 活動の説明 
 以下実施要領の変更のとおり修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
58-2，58-3 
※58 の枝番に変更するよう国から指示あ
り 
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・ 広域活動組織において、集落をまたいで共同活動
を支援することを目的として設置された活動支援
班が活動を行うこと。 

 
58-3 水管理を通じた環境負荷低減活動の強化 
・ ５に定める環境負荷低減の取組への対象活動を
行うこと。ただし、５割減の取組、長期中干しにお
ける溝切りの実施の要件は適用しないものとする。 

59 知事，市町村長が特に認める活動 （略） 
 

60 広報活動・農村関係人口の拡大 
・多面的機能支払交付金の活動に対する多様な主体の参
画の促進や地域外からの呼び込みによる農村関係人
口の拡大のために，パンフレット，機関誌等の作成・
頒布，看板の設置，インターネットのホームページの
開設・更新等の活動を行うこと。 

 
（中略） 

 
５ 多面的機能の増進を図る活動における「水管理を通じた環
境負荷低減活動の強化」の対象活動 

（１）長期中干し 
長期中干しは、以下の要件を全て満たすものとする。 

  ア 稲の生育中期に 14 日以上の中干しを実施すること 
（２）冬期湛水 

 冬期湛水は、以下の要件を全て満たすものとする。 
ア ２ヶ月以上の湛水期間を確保するための適切な取水
措置及び漏水防止措置が講じられていること 

イ 市町村等が作成した計画※に即して実施されている
取組であること又は生物多様性保全に資するものとし
てその実施に関して市町村長の承認等を得た取組であ
ること 
※市町村等が作成する以下の内容の記載されたもの。 
①生物多様性保全に関する市町村等の基本的考え方が
記載されていること 

②生物多様性保全の取組を推進するための方策として
冬期湛水管理が位置付けられていること 

（３）夏期湛水 
   夏期湛水は、以下の要件を全て満たすものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

60 広報活動・農的関係人口の拡大 
・ 多面的機能支払交付金の活動に対する多様な主
体の参画の促進や地域外からの呼び込みによる農
的関係人口の拡大のために，パンフレット，機関誌
等の作成・頒布，看板の設置，インターネットのホ
ームページの開設・更新等の活動を行うこと。 

 
 
 
（追加） 
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ア 転作田又は湛水可能なほ場であること。 
イ 概ね２ヶ月以上の湛水期間を確保するため（開放水面
を確保すること）、前作の収穫後に耕起、代かき、畦畔補
修等、適切な漏水防止措置及び適切な取水措置が講じら
れていること 

ウ ６月下旬～９月上旬の期間内に概ね２ヶ月間以上の
湛水管理を行うこと 

エ 湛水期間中の開放水面を維持するため深水管理等の
雑草対策に努め、雑草の繁茂がみられた部分については
必要に応じて適宜代かきを行う等、適切な管理が行われ
ていること 

オ 市町村等が作成した計画※に即して実施されている
取組であること又は生物多様性保全に資するものとし
てその実施に関して市町村長の承認等を得た取組であ
ること 

※市町村等が作成する以下の内容の記載されたもの。 
①生物多様性保全に関する市町村等の基本的考え方が
記載されていること 

②生物多様性保全の取組を推進するための方策として
冬期湛水管理が位置付けられていること 

（４）中干し延期 
中干し延期は、以下の要件を全て満たすものとする。 

ア 中干し開始時期を慣行時期より1カ月程度延期又は中
止し、慣行の水稲栽培期間、常時湛水状態を保つ 

イ 常時湛水状態を保つための定期的な水管理、畦の点検 
補修を実施する 

（５）江の設置等 
江の設置等は、以下の要件を全て満たすものとする。 

ア 10a 当たり原則 10m 以上とし、10m/10a に満たない
場合は※のとおり取組面積を調整する。 
江の形状は、原則として「深さ 10cm 以上、水面幅 30cm
以上」とする。 
※取組面積(a(※a 未満切り捨て））＝設置した長さ(m) 

  イ 湛水の状態とする期間は、原則として、中干し開始時
から、8 月中旬までとする。 

ウ 湛水等の期間中、江に除草剤を使用しないこと。 
 

６ 環境負荷低減の取組 
（１）長期中干し 
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長期中干しは、以下の要件を全て満たすものとする。 
ア ５割低減の取組と組み合わせた取組であること 
イ 栽培する主作物が水稲であること 
ウ 稲の生育中期に 10 アール当たり１本以上の溝切りを
実施した上で 14 日以上の中干しを実施すること 

（２）冬期湛水 
冬期湛水は、以下の要件を全て満たすものとする。 

ア ５割低減の取組と組み合わせた取組であること 
イ 栽培する主作物が水稲であること。ただし、令和６年
度まで環境保全型農業直接支払交付金において、水稲以
外を対象として取組実績がある場合はこの限りではな
い。 

ウ ２ヶ月以上の湛水期間を確保するための適切な取水
措置及び漏水防止措置が講じられていること 

エ 市町村等が作成した計画※に即して実施されている
取組であること又は生物多様性保全に資するものとし
てその実施に関して市町村長の承認等を得た取組であ
ること 

※市町村等が作成する以下の内容の記載されたもの。 
①生物多様性保全に関する市町村等の基本的考え方が
記載されていること 

②生物多様性保全の取組を推進するための方策として
冬期湛水管理が位置付けられていること 

（３）夏期湛水 
夏期湛水は、以下の要件を全て満たすものとする。 

 ア ５割低減の取組と組み合わせた取組であること 
イ 栽培する主作物が野菜、大麦、なたね等であり、転作
田又は湛水可能なほ場であること。 

ウ ６月下旬～９月上旬の期間内に２ヶ月以上の湛水期
間を確保するため、前作の収穫後に耕起、代かき、畦畔
補修等、適切な漏水防止措置及び適切な取水措置が講じ
られていること 

エ 湛水期間中の開放水面を維持するため深水管理等の
雑草対策に努め、雑草の繁茂がみられた部分については
必要に応じて適宜代かきを行う等、適切な管理が行われ
ていること 

カ 市町村等が作成した計画※に即して実施されている
取組であること又は生物多様性保全に資するものとし
てその実施に関して市町村長の承認等を得た取組であ
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ること 
※市町村等が作成する以下の内容の記載されたもの。 

①生物多様性保全に関する市町村等の基本的考え方が
記載されていること 

②生物多様性保全の取組を推進するための方策として
冬期湛水管理が位置付けられていること 

（４）中干し延期 
中干し延期は、以下の要件を全て満たすものとする。 

ア ５割低減の取組と組み合わせた取組であること 
イ 栽培する主作物が水稲であること 
ウ 中干し開始時期を慣行時期より1カ月程度延期又は中
止し、慣行の水稲栽培期間、常時湛水状態を保つ 

エ 常時湛水状態を保つための定期的な水管理、畦の点検 
補修を実施する 

（５）江の設置等 
江の設置等は、以下の要件を全て満たすものとする。 

ア ５割低減の取組と組み合わせた取組であること 
イ 栽培する主作物が水稲であること 
ウ 10a 当たり原則 10m 以上とし、10m/10a に満たない
場合は※のとおり取組面積を調整する。 

江の形状は、原則として「深さ10cm以上、水面幅30cm
以上」とする。 
※取組面積(a(※a 未満切り捨て））＝設置した長さ(m) 

エ 湛水の状態とする期間は、原則として、中干し開始時
から、8 月中旬までとする。 

オ 湛水等の期間中、江に除草剤を使用しないこと。 
 

７ 「６ 環境負荷低減の取組」の取組のうち，５割低減の
取組に係る低減割合については，以下のとおり取り扱うもの
とする。 
（１）慣行レベル 

地域の慣行については、「特別栽培農産物に係る表示
ガイドライン」（平成４年 10 月１日付け４食流第 3889
号総合食料局長、生産局長、消費・安全局長通知。以下
「表示ガイドライン」という。）に基づき県が定めた地
域の慣行レベルなどを基に、県が地域の施肥・防除の実
態を踏まえて作物ごとに設定することとする（必要に応
じて、地域ごと、作期ごとに設定するものとする。）。ま
た、県は、地域の慣行レベルを策定又は変更した際は、
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その内容を公表することとする。 
（２）化学肥料及び化学合成農薬の使用の算定の方法 

化学肥料及び化学合成農薬の使用の算定の方法は次
のとおりとし、化学肥料及び化学合成農薬の使用の算定
の方法、低減割合の算定の方法等については、原則とし
て表示ガイドラインの考え方に即して行うものとする。 
なお、慣行レベルが設定されており、かつ、化学肥料又
は化学合成農薬のうちいずれか一方の資材の慣行レベ
ルがゼロである作物であっても、本作物について慣行レ
ベルを策定している県のおおむね５割以上において当
該資材を慣行的に使用している場合、当該資材を使用し
ないことをもって５割以上の低減が行われたものとみ
なすことができるものとする。 
ア 化学肥料の使用量については、農産物の生産過程等

において使用される化学肥料の窒素成分量の合計と
する。 

イ 化学合成農薬の使用量については、農産物の生産過
程等において使用される化学合成農薬の使用回数（土
壌消毒剤、除草剤等の使用回数を含む。）の合計とし、
化学合成農薬の有効成分ごとに算定するものとする。 

（３）化学合成農薬の使用の算定に当たっての留意事項 
ア （２）にかかわらず、植物防疫法（昭和 25 年法律

第 151 号）第 23 条第１項又は第 31 条第１項 に基
づき実施される発生予察事業における警報が発令さ
れた場合、当該警報に基づく防除において使用される
化学合成農薬については、化学合成農薬の使用回数に
算入しないことができるものとする。 

イ 有機農産物規格表Ｂ.１の農薬については、これを
農産物の生産過程等において使用した場合にあって
も、化学合成農薬の使用回数に算入しないことができ
るものとする。  

ウ 化学合成農薬を使用することなく生産された種子
や苗等の入手が困難な作物については、種子や苗等に
使用されている化学合成農薬を化学合成農薬の使用
回数に算入しないことができるものとする。ただし、
種子繁殖の品種は種子、栄養繁殖の品種は入手可能な
最も若齢のものを基準とし、それ以降に使用された化
学合成農薬は使用回数に含めるものとする。また、こ
の場合、化学合成農薬の使用に係る慣行レベルから種
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子や苗等に使用した化学合成農薬の使用回数を除い
た数値を、５割低減の取組の基準としての慣行レベル
として利用するものとする。 

 


